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主な内容

法律の目的

公布から一年以内の政令で定める日（令和元年12月1日）

施行日

※「成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策の総合的な推進に関する法律」（平成30年法律第104号）
※ 2018年12月14日公布

次代の社会を担う成育過程にある者の個人としての尊厳が重んぜられ、その心身の健やかな成育が確保されることが重要
な課題となっていること等に鑑み、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、成育医療等の提供に関する施策に関し、
基本理念を定め、国、地方公共団体、保護者及び医療関係者等の責務等を明らかにし、並びに成育医療等基本方針の策定
について定めるとともに、成育医療等の提供に関する施策の基本となる事項を定めることにより、成育過程にある者及び
その保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策を総合的に推進する。

○基本理念
・成育過程にある者の心身の健やかな成育が図られることを

保障される権利の尊重

・多様化・高度化する成育過程にある者等の需要に的確に対応した

成育医療等の切れ目ない提供

・居住する地域にかかわらず科学的知見に基づく

適切な成育医療等の提供

・成育過程にある者等に対する情報の適切な提供、社会的経済的状況

にかかわらず安心して子どもを生み、育てることができる環境の整備

○国、地方公共団体、保護者、医療関係者等の責務

○関係者相互の連携及び協力

○法制上の措置等

○施策の実施の状況の公表（毎年１回）

○成育医療等基本方針の策定と評価
※閣議決定により策定し、公表する。
※少なくとも６年ごとに見直す

○基本的施策
・成育過程にある者・妊産婦に対する医療
・成育過程にある者等に対する保健
・成育過程にある者・妊産婦の心身の健康等に関する教育及び普及啓発
・記録の収集等に関する体制の整備等
例：成育過程にある者に対する予防接種等に関する記録

成育過程にある者が死亡した場合における
その死亡の原因に関する情報

・調査研究

○成育医療等協議会の設置
※厚生労働省に設置
※委員は厚生労働大臣が任命
※組織及び運営に関し必要な事項は政令で定める。

○都道府県の医療計画その他政令で定める計画の作成の際の
成育医療等への配慮義務（努力義務）

成育基本法の概要
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①都道府県障害児福祉計画
（児童福祉法第33条の22第1項）

②都道府県地域福祉支援計画
（社会福祉法第108条第１項）

③自立促進計画
（母子及び父子並びに寡婦福祉法第11条
第２項第３号）

④都道府県障害者計画
（障害者基本法第11条第2項）

⑤予防計画
（感染症の予防及び感染症の患者に対する
医療に関する法律第10条第１項）

⑥都道府県男女共同参画計画
（男女共同参画社会基本法第14条第1項）

⑦都道府県基本計画
（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保
護等に関する法律第２条の３第１項）

⑧都道府県健康増進計画
（健康増進法第８条第１項）

⑨都道府県食育推進計画
（食育基本法第17条第１項）

⑩都道府県障害福祉計画（障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律第89条第１項）

⑪都道府県自殺対策計画
（自殺対策基本法第13条第１項）

⑫都道府県がん対策推進計画
（がん対策基本法第12条第1項）

⑬教育の振興のための施策に関する基本的な計画
（教育基本法第17条第２項）

⑭都道府県子ども・若者計画
（子ども・若者育成支援推進法第９条第１項）

⑮都道府県子ども・子育て支援事業支援計画
（子ども・子育て支援法第62条第１項）

⑯都道府県計画
（子どもの貧困対策の推進に関する法律第9条第1項）

⑰都道府県アルコール健康障害対策推進計画
（アルコール健康障害対策基本法第14条第１項）

⑱都道府県ギャンブル等依存症対策推進計画
（ギャンブル等依存症対策基本法第13条第１項）

⑲都道府県循環器病対策推進計画
（健康寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る対
策に関する基本法第11条第１項）

（医療計画等の作成に当たっての配慮等）
第19条 都道府県は、医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第三十条の四第一項に規定する医療計画その他
政令で定める計画を作成するに当たっては、成育過程にある者等に対する成育医療等の提供が確保されるよう
適切な配慮をするよう努めるものとする。

成育基本法第19条第１項

政令で定める計画

成育基本法第１９条第1項に基づき政令で定める計画
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▶国・地方公共団体は、施策の進捗状況や実施体制等を客観的に評価し、必要な見直しにつなげるＰＤＣＡサイクル
に基づく取組の適切な実施 等

成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方針 概要

成育医療等の提供に関する施策に関する基本的な事項

基本的方向

その他の成育医療等の提供に関する施策の推進に関する事項

（１）成育過程にある者及び妊産婦に対する医療
①周産期医療等の体制 ▶総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センター等の整備を通じた地域の周産期医療体制の確保 等
②小児医療等の体制 ▶子どもが地域において休日・夜間を含め、いつでも安心して医療サービスを受けられる小児医療体制の充実 等
③その他成育過程にある者に対する専門的医療等 ▶循環器病対策基本法等に基づく循環器病対策の推進 等

（２）成育過程にある者等に対する保健
①総論 ▶妊娠期から子育て期にわたるまでの様々なニーズに対する地域における相談支援体制の整備の推進 等
②妊産婦等への保健施策 ▶産後ケア事業の全国展開等を通じた、成育過程にある者とその保護者等の愛着形成の促進 等
③乳幼児期における保健施策▶乳幼児健診等による視覚及び聴覚障害や股関節脱臼等の早期発見及び支援体制の整備 等
④学童期及び思春期における保健施策 ▶生涯の健康づくりに資する栄養・食生活や運動等の生活習慣の形成のための健康教育の推進 等
⑤生涯にわたる保健施策 ▶医療的ケア児等について各関連分野が共通の理解に基づき協働する包括的な支援体制の構築 等
⑥子育てや子どもを持つ家庭への支援 ▶地域社会全体で子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくりの推進 等

（４）記録の収集等に関する体制等
①予防接種、乳幼児健康診査、学校における健康診断に関する記録の収集、管理・活用等に関する体制、データベースその他の必要な施策 ▶PHR
②成育過程にある者が死亡した場合におけるその死亡原因に関する情報の収集、管理・活用等に関する体制、データベースその他の必要な施策▶CDR等

（３）教育及び普及啓発
①学校教育及び生涯学習 ▶妊娠・出産等に関する医学的・科学的に正しい知識の普及・啓発の学校教育段階からの推進 等
②普及啓発 ▶「健やか親子２１（第２次）」を通じた子どもの成長や発達に関する国民全体の理解を深めるための普及啓発の促進 等

（５）調査研究 ▶成育医療等の状況や施策の実施状況等を収集し、その結果を公表・情報発信することによる、政策的対応に向けた検討等

（６）災害時等における支援体制の整備 ▶災害時等における授乳の支援や液体ミルク等母子に必要となる物資の備蓄及び活用の推進等

（７）成育医療等の提供に関する推進体制等 ▶各種施策に関する各地域の優良事例の横展開を通じた各地域の施策の向上 等

成育過程にある者等を取り巻く環境が大きく変化している中で、成育医療等の提供に当たっては、医療、保健、
教育、福祉などのより幅広い関係分野での取組の推進が必要であることから、各分野における施策の相互連携
を図りつつ、その需要に適確に対応し、子どもの権利を尊重した成育医療等が提供されるよう、成育過程にあ
る者等に対して横断的な視点での総合的な取組を推進する。
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令和３年２月９日閣議決定
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成育基本法と健やか親子21の関係

子どもと妊産婦に対する医療

・医療提供体制の整備
・救急医療の充実 など

子どもと妊産婦に対する保健

健やか親子21
平成26年局長通知

・健康の保持・増進
・社会からの孤立の防止、不安の緩和
・虐待の予防、早期発見
・健康診査、健康診断の適切な実施
・心身の健康に関する相談体制の整備 など

国民への教育・普及啓発

・子どもの心身の健康、妊娠、出産、育児、
子どもとの愛着の形成等に関する教育と
普及啓発 など

成育基本法
平成30年12月成立

子どもの健康に関する記録の収集

・予防接種、乳幼児健康診査、学校健診の記録の収集と
管理、活用
・子どもの死因に関する情報の収集、管理、活用 など

調査研究

・妊娠、出産、育児、子どもの心身の健康に関する
調査、研究など

基本的施策

国、地方公共団体、保護者、
医療関係者等の責務

定義

基本理念

関係者相互の連携及び協力

施策の実施の状況の公表

法制上の措置等

成育医療等基本方針の策定
（閣議決定・公表・最低6年ごと

の見直し）と評価

成育医療等協議会の設置
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成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進体制（案）

意見

事務局

＜事務局の業務＞
• 事務局の設置・運営
• 情報発信、普及啓発
• マタニティマークの管理等
• 健康寿命をのばそう！アワードの運営

政府

• 成育医療等基本方針を定める

• 成育過程にある者等の状況及び施策の
実施状況の公表（年１回）

• 施策の実施状況の評価（適時）

• 普及啓発

国民運動を一体となって推進していく地方公共団体・企
業・団体等

応援メンバー

推進本部（旧：推進協議会）

• 推進協議会規約に基づき設置。
• 普及啓発に関する取組についての企画・調整を行う。

幹事会

成育医療等基本方針に掲げる「普及啓発」に基づき実施す
る母子保健に関する主要課題に対する取組について、効果
的な調整・推進を図ることを目的とする。

連携

成育医療等協議会

成育医療等基本方針に関する事項の処理

委託
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１ 成育基本法について

２ 健やか親子２１（第２次）について
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住 民 （ 親 子 ）
ＮＰＯ

連携と協働

モニタリングの構築

企業
医療機関 研究機関

学校

地方公共団体

○ 関係者が一体となって推進する母子保健の国民運動計画
○ 21世紀の母子保健の取組の方向性と目標や指標を示したもの
○ 第１次計画（2001年～2014年）・第２次計画（2015年度～2024年度）

「健やか親子２１」とは

【基盤課題Ａ】

切れ目ない妊産婦・
乳幼児への
保健対策

【基盤課題Ｂ】
学童期・思春期から
成人期に向けた
保健対策

【基盤課題Ｃ】
子どもの健やかな
成長を見守り育む

地域づくり

【重点課題①】

育てにくさを感じる
親に寄り添う支援

【重点課題②】

妊娠期からの
児童虐待防止対策

「すべての子どもが健やかに育つ社会」の実現

健やか親子２１推進協議会

国（厚生労働省、文部科学省等）
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課題名 課題の説明

基盤課題
Ａ

切れ目ない妊産婦・
乳幼児への保健対策

妊娠・出産・育児期における母子保健対策の充実に取り組むとともに、各事業間や関
連機関間の有機的な連携体制の強化や、情報の利活用、母子保健事業の評価・分析
体制の構築を図ることにより、切れ目ない支援体制の構築を目指す。

基盤課題
Ｂ

学童期・思春期から
成人期に向けた保健
対策

児童生徒自らが、心身の健康に関心を持ち、より良い将来を生きるため、健康の維
持・向上に取り組めるよう、多分野の協働による健康教育の推進と次世代の健康を支え
る社会の実現を目指す。

基盤課題
Ｃ

子どもの健やかな成
長を見守り育む地域
づくり

社会全体で子どもの健やかな成長を見守り、子育て世代の親を孤立させないよう支え
ていく地域づくりを目指す。具体的には、国や地方公共団体による子育て支援施策の拡
充に限らず、地域にある様々な資源（ＮＰＯや民間団体、母子愛育会や母子保健推進員
等）との連携や役割分担の明確化が挙げられる。

重点課題
①

育てにくさを感じる親
に寄り添う支援

親子が発信する様々な育てにくさ（※）のサインを受け止め、丁寧に向き合い、子育てに
寄り添う支援の充実を図ることを重点課題の一つとする。
（※）育てにくさとは：子育てに関わる者が感じる育児上の困難感で、その背景として、子
どもの要因、親の要因、親子関係に関する要因、支援状況を含めた環境に関する要因
など多面的な要素を含む。育てにくさの概念は広く、一部には発達障害等が原因となっ
ている場合がある。

重点課題
②

妊娠期からの児童虐
待防止対策

児童虐待を防止するための対策として、①発生予防には、妊娠届出時など妊娠期から
関わることが重要であること、②早期発見・早期対応には、新生児訪問等の母子保健事
業と関係機関の連携強化が必要であることから重点課題の一つとする。

「健やか親子２１（第２次）」における課題の概要
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「健やか親子２１（第２次）」（2015～2024年）の中間評価について

全体の目標達成状況等の評価 ～52指標のうち、65％が改善～

評価区分
該当指標数

（割合）
該当項目

改
善
し
た

Ａ 目標を達成した
12

(23.1%)

○妊娠・出産について満足している者の割合

○マタニティマークを妊娠中に使用したことのある母親の割合

○積極的に育児をしている父親の割合 等

Ｂ 目標に達して

いないが改善した

22

(42.3%)

○乳幼児健康診査の受診率

○育児期間中の両親の喫煙率

○地域と学校が連携した健康等に関する講習会の開催状況 等

Ｃ 変わらない
５

(9.6%)

○十代の自殺死亡率
○児童・生徒における痩身傾向児の割合
○育てにくさを感じたときに対処できる親の割合 等

Ｄ 悪くなっている
４

(7.7%)
○朝食を欠食する子どもの割合
○発達障害を知っている国民の割合 等

Ｅ 評価できない
９

(17.3%)

○母子保健分野に携わる関係者の専門性の向上に取り組んでいる地
方公共団体の割合
○児童虐待による死亡数 等
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1. 「健やか親子２１（第２次）」策定時に目標として設定した52指標のうち、34指標が改善する

など一定の成果が出ており、「マタニティマークを知っている国民の割合」など既に最終評価
目標に到達した指標もみられる。

2. 一方で、妊産婦の自殺数が産科的合併症による母体死亡数を上回っていることなど

妊産婦のメンタルヘルスケアも大きな課題である。引き続き、子育て世代包括支援センター
等を中心とした多機関連携による支援の充実を図る必要がある。

3. 「十代の自殺死亡率」「児童虐待による死亡数」などは改善しているとはいえず、引き続いて
の対策が求められる。

4. 学童期・思春期から成人期に向けた保健対策においては、十代の性に関する課題につい
て正しい知識を身に付けることの重要性が強く指摘されており、産婦人科医や助産師等の
専門家を講師として活用するなど、効果的な性教育に取り組むことが求められている。

5. 父親の育児への取組が大きく変化している一方で、育児に伴う父親の産後うつなどについ
ての実態の把握が十分とはいえない状況を踏まえ、父親の育児支援や心身の健康に関す
る現状の把握を進める必要がある。

6. 地域間での健康格差を解消するためには、母子保健サービスを担う各市町村が取組の質
の向上を図ることに加え、都道府県においては地域間の母子保健サービスの格差の是正
に向けた、より広域的、専門的な視点での市町村支援が求められる。

「健やか親子２１（第2次）中間評価等に関する検討会」報告書の主なポイント
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14

１ 成育基本法について

２ 健やか親子２１（第２次）について

３ 中間評価で残された課題に関する施策について



保健所
児童相談所

子育て支援機関

医療機関
（産科医、小児科医
精神科医等）

①妊産婦等の支援に必要な実情の把握

②妊娠・出産・育児に関する相談に応じ、必要

な情報提供・助言・保健指導

③支援プランの策定

④保健医療又は福祉の関係機関との連絡調

整

妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援

障害児支援機関

民間機関・関係団体

その他の
専門職看護師助産師保健師

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（
必
須
）

子育て世代包括支援センターの体制強化

○ 今般の新型コロナウイルス感染症の状況により、不安を抱える妊産婦や家庭がある中で、誰もがより安心・安全な子育て環境を整える
ため、保健師等を配置して、妊産婦等からの相談に応じ、健診等の「母子保健サービス」を提供することなどに加え、新型コロナウイルス
感染症に不安を抱える妊産婦、特定妊婦や、産後うつ、障害がある方への対応といった多様なニーズに対応できるよう、子育て世代包
括支援センターに専門職を配置することで、相談支援の機能を強化する。

○ 具体的には、子育て世代包括支援センターに、専門職（ＳＷ、PSW、その他の専門職等）を配置し、特定妊婦等に対するSNS・メール等
での即時の相談対応、アウトリーチによる支援や、市区町村子ども家庭総合支援拠点や要保護児童対策地域協議会との連携強化を行
う。

産後ケアセンター

市町村保健センター

子育て世代包括支援センター

困難事例への対応等の支援

相
談
支
援
の
強
化

（
必
須
事
業
と
し
て
位
置
づ
け
）

【専門職が行う業務】

○妊産婦からの問い合わせに即時対応可能とするため、

SNS等を活用した即時の相談支援及び多職種でのアウトリーチによる支援

○市区町村子ども家庭総合支援拠点、要保護児童対策地域協議会や精神科

医療機関との連携の強化

○嘱託医師との連携によるケース対応等の実施

精神保健福祉士社会福祉士

妊産婦等を支える地域の包括支援体制の構築

市区町村子ども家
庭総合支援拠点

要保護児童対策
地域協議会

■実施主体：市区町村 ■補助率：２／３
■設置自治体・箇所数1,288自治体、2,052箇所（R2.4.1時点）
■令和３年度単価（案）：専門職の配置による増額 14,209千円

その他の
専門職
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○現在、予算事業として実施している市町村事業の「産後ケア事業」について、母子保健法上に位置づける。

○各市町村について、「産後ケア事業」の実施の努力義務を規定する。

○産後ケアを必要とする出産後１年を経過しない女子、
乳児

母子保健法の一部を改正する法律（産後ケア事業の法制化）について

○産後ケアを必要とする出産後１年を経過しない女子及び乳児に対して、心身のケアや育児のサポート等（産後ケア）
を行い、産後も安心して子育てができる支援体制を確保するもの。

対象者

○実施主体：市町村
※事業の全部又は一部の委託可

○内容：心身の状態に応じた保健指導
療養に伴う世話
育児に関する指導若しくは相談その他の援助

○実施類型：①短期入所型
②通所型（デイサービス型）
③居宅訪問型（アウトリーチ型）

○実施施設：病院、診療所、助産所その他厚生労働省
令で定める施設

○実施基準：厚生労働省令で定める基準
（人員、設備、運営等に係る基準）

概要

産後ケア事業とは

事業内容等

他の機関・事業との産前からの連携

施行日

○２年を超えない範囲内で政令で定める日（令和３年４月１日）

○市町村は、妊娠期から出産後に至る支援を切れ目なく
行う観点から、
・母子健康包括支援センターその他の関係機関と
必要な連絡調整

・母子保健法に基づく母子保健に関する他の事業、
児童福祉法その他の法令に基づく母性及び乳児の
保健及び福祉に関する事業との連携

を図ることにより、妊産婦及び乳児に対する支援の
一体的な実施その他の措置を講ずるよう努めなければ
ならない。

公布日 ：令和元年12月6日
法律番号：令和元年法律第69号
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産後ケア事業の全国展開

○事業内容
退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等きめ細かい支援を実施する。（利用期間は原則７日以内）
原則として①及び②を実施、必要に応じて③から⑤を実施。
①褥婦及び新生児に対する保健指導及び授乳指導（乳房マッサージを含む）
②褥婦に対する療養上の世話 ④褥婦及び産婦に対する心理的ケアやカウンセリング
③産婦及び乳児に対する保健指導 ⑤育児に関する指導や育児サポート等

○実施方法・実施場所等
(1)「宿泊型」 ・・・ 病院、助産所等の空きベッドの活用等により、宿泊による休養の機会の提供等を実施。
(2)「デイサービス型」 ・・・ 個別・集団で支援を行える施設において、日中、来所した利用者に対し実施。
(3)「アウトリーチ型」 ・・・ 実施担当者が利用者の自宅に赴き実施。

○実施担当者 事業内容に応じて助産師、保健師又は看護師等の担当者を配置。
（宿泊型を行う場合には、２４時間体制で１名以上の助産師、保健師又は看護師の配置が条件）

○補助率等 （補助率： 1/2） （ R３基準額案 ： 人口10 ～ 30万人未満の市の場合 月額2,023,300円）
（利用料については、市町村が利用者の所得等に応じて徴収）
（平成２６年度は、妊娠・出産包括支援モデル事業の一部として事業開始。令和２年度は1,158市町村において実施）

○家族等から十分な家事及び育児など援助が受けられない褥婦及び産婦並びにその新生児及び乳児であって、次の(1)又
は(2)に該当する者 (1)産後に心身の不調又は育児不安等がある者 (2) その他特に支援が必要と認められる者

対象者

事業の概要

○市区町村 （本事業の趣旨を理解し、適切な実施ができる団体等に事業の全部又は一部の委託が可能）

実施主体等

○ 退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てができる支援体制の確保を行う産
後ケア事業について、今般の少子化の状況を踏まえ、誰もがより安心・安全な子育て環境を整えるため、法定化により市町村
の努力義務となった当事業の全国展開を図り、子育て世代包括支援センターにおける困難事例や、新型コロナウイルスに
対して不安を抱いている妊産婦等への対応の強化に対する受け皿としても活用する。

事業目的

※産後ケア事業を行う施設の整備については、次世代育成支援対策施設整備交付金において補助

Ｒ３予算案：42億円（Ｒ２予算額：27億円）

17



■実施主体：市区町村 ■補助率（案）：国1/2、市区町村1/2
■事業内容
①ピアサポート支援等事業：補助単価：月額55,400円

子育て経験のある父親や、現在子育て中の父親による交流会等の実施や、子育て経験のある父親による
相談支援を実施することで、子育てに関する悩みの共有や情報交換を行い、さらに子どもや父親のライフ
ステージに応じた子育ての方法を学ぶ場として、継続的な支援を実施する。

②父親相談支援事業：補助単価：月額154,800円
妻の妊娠・出産や子どもの誕生・成長によって生じる、父親自身における仕事のスタイルや生活環境の急激

な変化に関する悩みやうつ状態に対応するため、相談支援や、そのために必要な知識を取得するための研修を
実施する。

＜ピアサポート支援等事業＞
○ 子育て経験のある父親や、現在子育て中の父親に
よる交流会等や、子育て経験のある父親による相談
支援を実施する。

○ これらの交流会や相談支援を継続的に開催するこ
とで、子どもの発育や自らのライフステージに応じ
た相談や悩みの共有を行い、男性の育児参画に対す
る意識を醸成する。

＜父親相談支援事業＞
○ 妻の妊娠・出産や子どもの誕生・成長によって
生じる、父親自身における仕事のスタイルや生活
環境の急激な変化に関する悩みやうつ状態に対応
するため、相談支援を実施する。

出産や子育てに悩む父親に対する支援について【新規】

○ 新型コロナウイルス感染症の影響による急激な環境の変化のため、家族との関わり方に対する
不安や、男性の育児参加の促進に伴って生じる出産・子育てに関して悩む父親に対する支援の
ため、子育て経験のある父親等によるピアサポート支援や、急激な環境の変化による父親の産後
うつへの対応を行う際に係る費用の補助を創設する。
※ 母子保健衛生費補助金の産前・産後サポート事業のメニューの一つとして実施。

交流会、相談支援の実施 相談支援の実施

18
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○ 新型コロナウイルス感染症の流行が続く中で、妊産婦は日常生活等が制約され、自身のみならず胎児・新生児
の健康等について、強い不安を抱えて生活をしている状況にある。

○ とりわけ、感染が確認された妊産婦は、出産後も一定期間の母子分離を強いられることなど、メンタルヘルス
上の影響が懸念される。また、予定していた里帰り出産が困難となり、家族等による支援を得られず孤独の中で
産褥期を過ごすことに不安を抱える妊婦も存在。

○ このため、以下の事業に対する補助を行うことにより、新型コロナウイルス感染症の流行下における妊産婦へ
の寄り添った支援を総合的に実施する。

【事業内容】
①ウイルスに感染した妊産婦への支援

【実施主体：都道府県等 負担割合：国1/2】

新型コロナウイルスに感染した妊産婦等に対し、退
院後、助産師、保健師等が、電話や訪問などで寄り
添った支援を実施

②不安を抱える妊婦への分娩前の検査
【実施主体：都道府県等 負担割合：国1/2】

不安を抱え、基礎疾患を有する妊婦に対する分娩前
の新型コロナウイルス検査の費用を補助

③オンラインによる保健指導等
【実施主体:市町村 負担割合:国1/2、市区町村1/2】

オンラインによる保健指導等を実施するための設備
及び職員の費用を補助

④育児等支援サービスの提供
【実施主体:市町村 負担割合:国1/2、市区町村1/2】

里帰り出産が困難な妊産婦に、育児等支援サービス
を提供する

医療機関へ
入院等

(3)情報提供

入院等

不安を抱える
分娩前の妊婦等

(1)情報提供

(2)助産師、保健師
等による訪問、
電話相談

地方自治体

自宅で生活

オンラインによる
保健指導等

退院等

育児等支援サービスの提供

必要に応じて･･･

対面式の母子保健事業
オンライン化

①

③

②

④

検査等の受検の
補助

医療機関等

PCR検査等で陽性

（感染）と判明

Ｒ２第三次補正予算：３１億円

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた妊産婦・乳幼児への総合的な支援
－新型コロナウイルス流行下における妊産婦総合対策事業－
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地域の診療所
（小児科、歯科）

虐待を疑
われてい
る子ども

家族
保健師

臨床心理
技術者

地域の病院

市町村 児童相談所

各科の医師

事務職員

コーディネータ
（MSW等）

拠点病院 相談・助言等
相談・助言等

連携

連携

児童虐待防止医療ネットワーク事業

１．事業目的・内容
（１）目的

児童虐待の相談件数は年々増加しており、小児救急現場でも頭部外傷をはじめ身体的虐待を
疑わせる子どもの受診も多い。しかし、医療機関においては知識や経験が不十分だったり、組織的
対応の体制がない場合もあり、十分に対応ができていない状況である。このため、地域医療全体で
児童虐待防止体制を整備することを目的とする。

（２）内容
都道府県等の中核的な小児救急病院等に、児童虐待専門コーディネータを配置し、地域の医

療機関に対する研修、助言等を行い地域の児童虐待対応体制の整備の底上げを図る。
また、当該中核病院における児童虐待対応体制の整備を図る。

２．実施主体 都道府県、指定都市

３．補助率 国１／２（都道府県・指定都市１／２）

＜児童虐待防止医療ネットワーク事業の体制＞ ＜児童虐待専門コーディネーターの具体的な役割＞

拠点病院が行う以下の事業において、窓口となり、院内及び地域の関係者との
連絡・調整を行う。

①地域の医療機関からの児童虐待対応に関する相談への助言等
・地域の医療機関で児童虐待の医学的判断、保護者との接し方等の対応に迷
う事例があった場合の相談を受け、留意点等について助言を行う。
・救急搬送での対応事例について、地元の医療機関にﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸを行う。

②地域の医療機関において、児童虐待対応ができる体制整備のための
教育研修
・都道府県等と協力し、児童虐待の教育研修を企画・運営し、地域全体の児童
虐待防止対応能力向上を図る。
・医学的所見等についての症例検討会を企画し、児童虐待の早期発見、支援
を行う体制を整える。

③拠点病院における児童虐待対応体制を整備
・院内に児童虐待対策委員会（仮）を組織し、児童虐待対応ﾏﾆｭｱﾙを作成す
る。
・委員会を開催し、医学的所見や本人や保護者等の情報等を共有し、対応方
針・役割分担を決定するなど、児童虐待対応の整備を図る。

看護師

※「児童虐待・DV対策等総合支援事業」のメニューとして実施
令和元年度実施（１２自治体）
群馬県：群馬大学医学部附属病院
埼玉県：埼玉県立小児医療センター
千葉県：千葉県こども病院
岐阜県：岐阜県総合医療センター
愛知県：あいち小児保健医療総合センター
大阪府：愛仁会高槻病院、

大阪府立病院機構大阪母子医療センター
兵庫県：兵庫県立尼崎総合医療センター
香川県：四国こどもとおとなの医療センター
福岡県：飯塚病院、聖マリア病院
仙台市：仙台市立病院
北九州市：北九州市立八幡病院
福岡市：福岡大学病院
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○ 対象者

思春期、妊娠、出産、更年期、高齢期等の各ライフステージに応じた相談を希望する者
（不妊相談、予期せぬ妊娠、メンタルヘルスケア、性感染症の対応を含む）

○ 事業内容

（１）身体的、精神的な悩みを有する女性に対する相談指導 （２）相談指導を行う相談員の研修養成
（３）相談体制の向上に関する検討会の設置 （４）妊娠に悩む者に対する専任相談員の配置
（５）（特に妊娠に悩む者）が、女性健康支援センターの所在等を容易に把握することができるよう、その所在地及び連絡先
を
記載したリーフレット等を作成し、対象者が訪れやすい店舗等で配布する等広報活動を積極的に実施

（６）特定妊婦等に対する産科受診等支援
（７）若年妊婦等に対するSNSやアウトリーチによる相談支援、緊急一時的な居場所の確保
（８）出生前遺伝学的検査（NIPT）を受けた妊婦等への相談支援体制の整備（Ｒ３新規）

○ 実施担当者 ・・・ 医師、保健師又は助産師等

○ 実施場所（実施主体：都道府県・指定都市・中核市）

全国８４ヵ所（令和２年８月１日時点） ※自治体単独１４か所
４７都道府県、札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、新潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸市、広島市、北九州市、福岡市、八戸市、
盛岡市、山形市、いわき市、福島市、水戸市、川越市、川口市、船橋市、八王子市、横須賀市、金沢市、甲府市、長野市、豊橋市、奈良市、鳥取市、呉市、久留米市、宮崎市

○ 補助率等 補助率： １／２ R3基準額（案）： 158,700円（月額） 若年妊婦等に対する取組の強化に係る加算：172,100円（月額）

○ 相談実績 平成３０年度：７４，３５８件（内訳：電話４３，９７９件、面接２１，１１０件、メール８，２５２件、その他１，０１７件）

○ 相談内容 ・女性の心身に関する相談（２１，３８９件） ・妊娠・避妊に関する相談（１４，５３１件） ・メンタルケア（１４，２８６件）

・不妊に関する相談（１２，３５２件） ・思春期の健康相談（７，８２５件） ・性感染症等（８０５件） ・婦人科疾患・更年期障害（５６９件）

？

○事業の目的

思春期から更年期に至る女性を対象とし、各ライフステージに応じた身体的・精神的な悩みに関する相談指導や、相談指
導を行う相談員の研修を実施し、生涯を通じた女性の健康の保持増進を図ることを目的とする。

女性健康支援センター事業
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Ｒ３予算案：1.9億円（Ｒ２予算額：2.2億円）


